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「民生分野におけるエネルギー需要の動向と展望」
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就業人口一人当り最終エネルギー消費



増加を続けるエネルギー需要

・２０００年度に比べて家庭部門で２４％、業務部門で２８％
の増加
・わが国には民生部門のエネルギーデータベースがない
・特に業務部門はその内容が千差万別



部門別最終エネルギー消費の実績
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2000年度には90年度に比べて家庭で24％増加、
業務部門で28％増加



部門別エネルギー需要の見通し
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一点鎖線：レファレンス
点　　　線：現行対策推進
実　　　線：追加対策



部門別最終エネルギー消費

出典：総合エネルギー統計
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業務部門におけるエネルギー消費

・エネルギーの暗黒大陸
・わが国には業務用エネルギー需要の
統計はない
・業務部門はその構成が多種多様
・実態調査の一例
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就業人口一人当り最終エネルギー消費

出典：国勢調査、総合エネルギー統計
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業務用エネルギー消費伸び率の内訳
（Kaya-identityによる）

Eg=(Eg/GDP3)×(GDP3/GDP)×GDP
Eg：業務用エネルギー消費
GDP3：第3次産業GDP
GDP:GDP合計
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業種別エネルギー消費原単位①

資料）日本エネルギー経済研究所 「平成12年度民生部門エネルギー消費実態調査」平成13年3月
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業種別エネルギー消費原単位②

注）小中高校，大学・短大は校舎床面積当り

資料）日本エネルギー経済研究所 「平成13年度民生部門エネルギー消費実態調査」平成14年3月
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飲食店のエネルギー消費原単位
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娯楽業のエネルギー消費原単位
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業務部門の省エネルギー対策

１，建物の省エネルギー、ビルのラベリング
→CASBEEの活用
２，空調設備等の省エネルギー、システム型機器の
トップランナー方式
３，エネルギー管理・制御システムの普及、ＢＥＭＳ
４，既存施設の省エネの切り札
→ESCOの活用



家庭用エネルギー需要の動向

「家庭用エネルギー統計年報」住環境計画研究所より



家庭用実質エネルギー価格の推移
(全国)

図.      　家庭用実質エネルギー価格の推移(全国)
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エネルギー用途別消費原単位の推移
(全国)
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家庭用用途別エネルギー消費原単位の地域比較
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総務省統計局「住宅・土地統計調査報告」
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世帯当たりエネルギー消費量国際比較：経
年傾向（1990年＝１）
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用途別世帯当たりエネルギー消費量
（2001年、オーストラリアのみ1999年）
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・エネルギー業界と住宅
①石油：住宅暖房の創造
②都市ガス：厨房、給湯・暖房のセン
トラル化
③電力：照明、動力、ＡＶ機器
・エネルギーには指定席があった。
・指定席から自由席へ。
・競合が新たな利便性・快適性につな
がるには？

閑話休題



１，給湯用：充足水準レベル
２，厨房用：充足水準から減少傾向も
３，家電用等：充足水準だが増加傾向？
４，冷房用：増加傾向は当分続く？
５，暖房用：個別暖房から全館暖房へ移
行するだろうか（欧米先進国型）？そ
れとも充足水準だろうか？

家庭用エネルギー消費の将来



省エネルギーに向けて

・省エネルギーは永遠の課題



対象地域：第Ⅳ地域
住環境計画研究所試算
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昭和55年基準

天井と床を改修

開口部を改修

天井、床、開口部を改修

平成11年基準に建替え

戸建住宅（昭和55年基準）の暖房に係るCO2排出量

を100とした場合のCO2排出削減効果

暖房に係るCO2排出量

建築物の省エネルギー性能の向上

住宅を断熱化することにより、省エネルギー効果を図る。

平成11年基準＝次世代省エネルギー基準



集合住宅と戸建て住宅のエネルギー消費原単位

北海道の例



• 新しい省エネ家電に買い替えることにより、家庭全体で大きな省エネ効果を発揮。

トップランナー機器への買い替えトップランナー機器への買い替え

家電製品の買い替えによる省エネ効果

3製品合計

エアコン 51% 25% 12.8%

冷蔵庫 73% 16% 11.7%

テレビ 44% 9% 4.0%

28.4%

10年前の製品と
買い換えたことに
よる省エネ効果

各製品の家庭で
の電力消費ウェイ
ト（1990年）

家庭全体の電力消費に対す
る省エネ効果



統一省エネラベル

＜対象製品＞

エアコン、テレビ(ブ
ラウン管、液晶、プ
ラズマ)、冷蔵庫

現在トップランナー
指定機器は、上記
機器を含めて合計
２１品目

さらに拡大を検討中



省エネルギー意識の有無による
家庭用エネルギー消費量の比較
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省エネ率16％

資料）経済企画庁国民生活局省資源・省エネルギー推進室



新エネルギーへの期待と課題



太陽エネルギーの投資回収率

※10年物（2005年8月15日時点）注1：維持費用を考慮しない。

注2：エネルギー価格は2003年。
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THE END
ご静聴有り難うございました

ご質問がありましたら遠慮無くどうぞ！

平成１８年１２月１３日

住環境計画研究所 所長

中上 英俊


